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株式会社リーガロイヤルホテル広島 

貸借対照表 

 

（2026 年３月 31 日現在） 

                                                                                                 （単位：千円） 

 

 
科    目 金  額 科    目 金  額 

     

    （資産の部） （４,４４７,０６３）    （負債の部） （６,９２１,９５９） 

  流動資産 １,３５０,３８７  流動負債 １,１５１,９７５ 

    現金及び預金 ８３０,４３０    買掛金 １６３,１７５ 

    売掛金 ４５０,５２７    リース債務 １４,９８４ 

    原材料及び貯蔵品 ３１,４１０    前受金 １４,７０８ 

    前払費用 ３３,３２６    契約負債 １２７,０８３ 

    その他 ４,６９３    未払費用 ５１８,３５８ 

      未払法人税等 １４１ 

      未払消費税等 ６１,８１５ 

      預り金 １８,２４３ 

      賞与引当金 １６５,５４８ 

   その他 ６７,９１７ 

     

     

  固定資産 ３,０９６,６７６  固定負債 ５,７６９,９８４ 

   有形固定資産 ５３４,８５９      長期借入金 ４,１３８,０００ 

    建物 ３４１,３１７      リース債務 ３０,９３５ 

    機械装置  ４７,７７０    長期預り金 ７２５,１０１ 

    工具、器具及び備品 ９９,８４９      退職給付引当金 ８７２,８５２ 

    リース資産 ４５,９２１    その他 ３,０９３ 

     

   無形固定資産 ２,９５０   

    ソフトウエア ２,９５０   

     

     

   投資その他の資産 ２,５５８,８６６    （純資産の部） （△２,４７４,８９５） 

    長期貸付金 ６,７５１  株主資本 △２,４７４,８９５ 

    長期差入保証金 ２,４５１,２１４    資本金 ６,０００ 

    長期前払費用 ４,６１６    利益剰余金 △２,４８０,８９５ 

    繰延税金資産 ９６,２３４    その他利益剰余金 △２,４８０,８９５ 

    その他 ５０      繰越利益剰余金 △２,４８０,８９５ 

     

     

     

     

     

 

 
     資 産 合 計 ４,４４７,０６３      負債純資産合計 ４,４４７,０６３ 

  （注）1．千円未満は切り捨てて表示しております。 

     2．当期純利益 ７０,６３５千円 
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個別注記表 
 

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価の方法 

     棚卸資産（原材料及び貯蔵品）    移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

      ② 無形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

                           なお、自社利用ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年） 

                           に基づく定額法によっております。 

      ③ リース資産              所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                           リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

                            

（３）引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については    

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度の計算期間に対応する金額を計上しており 

ます。 

③  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

１. 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式    

基準によっております。 

２.  数理計算上の差異の費用処理の方法 

     数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７年)による定額法により発生時の 

翌事業年度から費用処理しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点 

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 客室、宴会及び食堂部門 

主に宿泊、宴会、食堂及びこれらに附帯するサービスを顧客に提供しており、顧客にサービスを提供した時点で履行義務が 

充足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

② ホテル製品等の販売 

ホテル製品等の販売を行っており、顧客に製品等を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を 

認識しております。 
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なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品等の支配が 

顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

③ テナント賃貸事業 

ホテル内の施設等の賃貸を行っており、賃貸借期間に対応する賃借料を収益として認識しております。 

 

2. 収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

「1． 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

3. 会計上の見積りに関する注記 

（１） 当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 

繰延税金資産（評価性引当額控除前）  １，１１８，３２１千円 

評価性引当額              △８８１，４８９千円 

繰延税金資産（評価性引当額控除後）    ２３６，８３２千円 

繰延税金負債との相殺          △１４０，５９７千円 

繰延税金資産合計              ９６，２３４千円 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第 26 号）に従い、 

将来の課税所得等に基づき、繰延税金資産を計上しております。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得等の見積りについては、過去の実績や事業計画の 

売上見込み等を総合的に判断して行っております。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

将来の課税所得の発生時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に 

発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に 

重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

4. 貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額           ６，７４１，３７２ 千円 

  

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

          短期金銭債権                                        ２，１４２ 千円 

     短期金銭債務                     １３，１８８ 千円 

 長期金銭債務                  ４，１３８，０００ 千円 
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5. 損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

     売 上 高                        １，８１６  千円 

     仕 入 高                         ８，３７１  千円 

 

営業取引以外による取引高 

支 払 利 息                                      ８１，２８６ 千円 

 

6. 株主資本等変動計算書に関する注記 

      当事業年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項 

      普通株式                      ６０，０００ 株   

 

7.  金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

    当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社からの借入により資金を調達する方針です。 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金の管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

 

また、長期差入保証金は主に事業所の敷金等であり賃貸人の信用リスクに晒されております。 

買掛金は１年以内に支払期日が到来するものであり、長期預り金はスポーツ施設の会員やテナントから受け入れた 

保証金等であります。これらは流動性リスクに晒されておりますが、当社は資金繰り予測を作成する等の方法により 

管理しております。 

 

  （２）金融商品の時価等に関する事項 

    2026年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、現金及び預金、売掛金、買掛金、短期借入金は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に 

近似するものであることから、注記を省略しております。 

 

（単位：千円）  

 貸借対照表 

計上額（※） 
 時価（※） 差額 

①  長期差入保証金 ２，４５１，２１４ ２，３４３，９８２ △１０７，２３１ 

②  長期預り金 （７２５，１０１） （５６８，９６９） △１５６，１３２ 

    （※）負債に計上されているものについては（  ）で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①長期差入保証金 

将来返還される金額と回収期間に応じた国債利回りを用いて、割引現在価値法により算定しております。 
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②長期預り金 

将来返還する金額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を用いて、割引現在価値法により算定しております。 

 

8.  税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認、繰越欠損金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、 

退職給付引当金負債調整勘定等であります。 

 

9. 関連当事者との取引に関する注記 

 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

 

親会社 

 

㈱ロイヤルホテル 

 

被所有 

７５．３％ 

 

資金の借入 

役員の兼務 

 

支払利息（注） 

 

 

８１，２８６ 

    

 

長期借入金 

 

 

４，１３８，０００ 

    

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注) 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

 

10. １株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額           △４１，２４８．２６ 円 

 

（２）１株当たり当期純利益            １，１７７．２６ 円 

 

 


